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1. はじめに 

 西日本シティ銀行は、シンガポール駐在員事務所の開設１周年を記念し、２０１８年

５月１１日にＮＣＢリサーチ＆コンサルティング、シンガポール経済開発庁と共催で

「ＡＳＥＡＮ事業成長セミナー～シンガポールを起点に～」を開催しました。 

 以下、本稿では、同セミナーでも取り上げられた、「スタートアップ拠点として魅力

的なシンガポールのビジネス環境」について、福岡発のスタートアップ企業へのインタ

ビューを交えてご紹介します。 

 

2. シンガポールのスタートアップ企業 

 シンガポールには現在ＩＴ・ハイテク系のスタートアップ企業が約５４００社あり、

ユニコーン企業1を２社輩出しています（配車アプリを運営する Grab、ＥＣやオンライ

ンゲームを手掛ける Garena）。一方、日本では今年６月１９日に東証マザーズに上場し

た㈱メルカリのみです2。 

 私自身、シンガポール各地で頻繁に行われているインキュベーター3主催のピッチイ

ベント4へ参加しますが、プレゼンテーションを行うスタートアップ企業の起業国や業

種は多岐にわたっています。ピッチイベントでは、協業や投資を検討する現地企業やＶ

Ｃ（ベンチャーキャピタル）等多数の参加者からスタートアップ企業への質問が飛び交

い、その熱気を肌で感じることができます。 

 

3. シンガポールを拠点にＡＳＥＡＮで活動する福岡発のスタートアップ企業 

 福岡からは、ドレミング株式会社（本社：福岡市、代表取締役ＣＥＯ：桑原広充様）

が２０１７年６月にスタートアップ企業の１社としてシンガポールへ進出しました（図

表１）。当社は貧困の撲滅と格差の縮小を目指す社会貢献事業として、銀行口座を持っ

                                            
1 企業価値が１０億米ドル（約１１００億円）以上の未上場スタートアップ企業 
2 CB Insights の統計より 
3 オフィスの貸出や経営アドバイス等を通じ、スタートアップを支援する事業体のこと 
4 複数のスタートアップ企業が短時間で参加者のＶＣや一般企業等に対し、自社の製品・サービスの魅力

をプレゼンする催しのこと 



ていない労働者への給与の即時払いを可能とする勤怠・給与管理サービスを開発しＡＳ

ＥＡＮ地域でのサービス提供を目指しています。当社の桑原ＣＥＯに、シンガポールを

拠点に選んだ理由やスタートアップを取り巻く環境について、お聞きしました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■シンガポールへの進出理由について 

 ２つあります。１つ目は当地の税務、法務の透明性は当然のこと、ＡＳＥＡＮ各国へ

のアクセス等、とにかくビジネス環境が優れていること。 

 ２つ目は、シンガポールに拠点を構えることで、ＡＳＥＡＮでの自社プレゼンスの向

上が見込めたことです。２０１６年にシンガポールで行われた Fintech Festival への参

加がきっかけで、シンガポールには人材、情報、テクノロジーが世界中から集まってい

ることを実感しました。 

 私どものサービスはＡＳＥＡＮの新興国がターゲットで、複数国への事業展開を視野

に入れた場合、シンガポールがベストであると判断しました。 

■シンガポールでのスタートアップに対する政府の支援体制について 

 進出当初は、福岡市及び福岡市がＭＯＵ（相互協力に関する覚書）を締結しているＡ

ＣＥ5からサポートを受けました。ＡＣＥが運営する Co-working Space に入居し、支援

プログラムを通じてビジネスネットワーキング等の面でサポートいただき、地場の金融

機関等、通常ではなかなか接点を持てない企業を紹介してもらえたことは本当に有難か

ったです。 

■シンガポールを拠点に活動を行うにあたってのハードルは？ 

 就労ビザの要件を満たすための給与条件、生活コスト等がＡＳＥＡＮ各国と比較して

                                            
5 Action Community for Entrepreneurship：シンガポール政府のスタートアップ支援機関 

左：桑原広充 CEO 



かなり高い点です。しかし、シンガポールのビジネス環境と天秤にかけた場合、メリッ

トが圧倒的に勝っていると感じています。 

■現在の活動状況 

 ２０１７年９月より三井情報株式会社、ベトナムのリエンベト郵便銀行と実証実験を

開始し、ベトナムでの本年中の事業化が決定しました。今後は他のＡＳＥＡＮ地域へも

展開していく予定です。 

 

4. シンガポール政府が後押しするエコシステム 

 シンガポールは世界銀行の「起業のしやすさランキング（２０１８年）」では世界第

６位（日本は１０６位）に位置づけられており、ＡＳＥＡＮで№１の地位を築いていま

す。その理由としては、政府が主体となって世界中のスタートアップ・関連プレーヤー

の誘致や、スタートアップを支える「エコシステム」の発達を推し進めてきた点が挙げ

られます。 

 「エコシステム」とは、スタートアップ企業の育成・成長を後押しする関連事業体の

総称です。研究開発を行う企業や大学、投資を行うＶＣや企業、成長サポートを行うア

クセラレーター6やインキュベーター、法律事務所や会計事務所等が事業当事者として

ビジネスに関与します。 

 また、 シンガポール政府は、スタートアップ企業やエコシステムに対して Startup 

SG と呼ばれる支援スキームを整備し、強力な後押しを行っています（図表２）。 

 このような施策が、容易な法人設立手続、低い法人税率、知的財産の保護等、既存の

恵まれたビジネス環境とも相まって、シンガポールはスタートアップ企業の集積国家へ

と急成長しました。 

                                            
6 有望なスタートアップ企業を選出、少額出資すると同時に、３カ月～６カ月でスタートアップを投資可

能なレベルまで成長させるプログラムを提供する事業体のこと 



 スタートアップによる２０１７年の資金調達額は約５６億米ドル（約６１６０億円）

とＡＳＥＡＮ全体の約７割を占めるといわれており、同地のＶＣファンドの規模は２０

１５年末時点で１１６０億米ドル（約１２兆７６００億円）と２０１１年比で５倍に拡

大しています7。 

5. おわりに 

 スタートアップに際し、人材・情報・テクノロジーが世界各国から集積するシンガポ

ールのエコシステムにアクセスすることは、グローバルな展開を目指す起業家の皆様に

とって一考に値するのではないでしょうか。 

 ＮＣＢリサーチ＆コンサルティングおよび西日本シティ銀行では、ＡＳＥＡＮ地域の

情報を随時アップデートしておりますので、お気軽にご相談いただければ幸いです。 

 

                                            
7 Tech in Asia の発表より 


